
第９２号議案 

 

八王子市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び

運営の基準に関する条例の一部を改正する条例設定につい

て 

 

 八王子市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営の基準に関する

条例の一部を改正する条例を次のとおり設定するものとする。 

 

  平成２６年９月８日 

 

提出者  八王子市長 石 森 孝 志   

 

 

   八王子市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営の基準に関

する条例の一部を改正する条例 

 八王子市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営の基準に関する

条例（平成２５年八王子市条例第１７号）の一部を次のように改正する。 

  
改 正 後 改 正 前 

 （定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業

者の員数） 

 （定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業

者の員数） 

第６条 （略） 第６条 （略） 

２ オペレーターは、看護師、介護福祉士そ 

の他指定地域密着型サービスの事業の人員、 

設備及び運営に関する基準（平成１８年厚

生労働省令第３４号。以下「指定地域密着

型サービス基準」という。）第３条の４第

２項に規定する厚生労働大臣が定める者

（以下この章において「看護師、介護福祉

士等」という。）をもって充てなければな

らない。ただし、利用者の処遇に支障がな

い場合であって、提供時間帯を通じて、看

護師、介護福祉士等又は看護職員との連携

を確保しているときは、サービス提供責任

者（八王子市指定居宅サービス等の事業の

人員、設備及び運営の基準に関する条例

（平成２６年八王子市条例第 号。以下 

２ オペレーターは、看護師、介護福祉士そ 

の他指定地域密着型サービスの事業の人員、 

設備及び運営に関する基準（平成１８年厚

生労働省令第３４号。以下「指定地域密着

型サービス基準」という。）第３条の４第

２項に規定する厚生労働大臣が定める者

（以下この章において「看護師、介護福祉

士等」という。）をもって充てなければな

らない。ただし、利用者の処遇に支障がな

い場合であって、提供時間帯を通じて、看

護師、介護福祉士等又は看護職員との連携

を確保しているときは、サービス提供責任

者（指定居宅サービス等の事業の人員、設

備及び運営に関する基準（平成１１年厚生

省令第３７号。以下「指定居宅サービス等



「指定居宅サービス等基準条例」とい 

う。）第８条第３項のサービス提供責任者

又は八王子市指定介護予防サービス等の事

業の人員、設備及び運営並びに指定介護予

防サービス等に係る介護予防のための効果

的な支援の方法の基準に関する条例（平成

２６年八王子市条例第 号。以下「指定介

護予防サービス等基準条例」という。）第

８条第３項のサービス提供責任者をいう。

以下同じ。）の業務に３年以上従事した経 

験を有する者をもって充てることができる。 

基準」という。）第５条第２項のサービス

提供責任者又は指定介護予防サービス等の

事業の人員、設備及び運営並びに指定介護

予防サービス等に係る介護予防のための効

果的な支援の方法に関する基準（平成１８

年厚生労働省令第３５号。以下「指定介護

予防サービス等基準」という。）第５条第

２項のサービス提供責任者をいう。以下同

じ。）の業務に３年以上従事した経験を有

する者をもって充てることができる。 

３ （略） ３ （略） 

４ オペレーターは専らその職務に従事する

者でなければならない。ただし、利用者の

処遇に支障がない場合は、当該指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護事業所の定期

巡回サービス若しくは訪問看護サービス、

同一敷地内の指定訪問介護事業所（指定居

宅サービス等基準条例第５条第１項に規定

する指定訪問介護事業所をいう。以下同

じ。）、指定訪問看護事業所（指定居宅サ

ービス等基準条例第６４条第１項に規定す

る指定訪問看護事業所をいう。）若しくは

指定夜間対応型訪問介護事業所（第４７条

第１項に規定する指定夜間対応型訪問介護 

事業所をいう。以下この条において同じ。） 

の職務又は利用者以外の者からの通報を受

け付ける業務に従事することができる。 

４ オペレーターは専らその職務に従事する

者でなければならない。ただし、利用者の

処遇に支障がない場合は、当該指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護事業所の定期

巡回サービス若しくは訪問看護サービス、

同一敷地内の指定訪問介護事業所（指定居

宅サービス等基準第５条第１項に規定する 

指定訪問介護事業所をいう。以下同じ。）、 

指定訪問看護事業所（指定居宅サービス等

基準第６０条第１項に規定する指定訪問看

護事業所をいう。）若しくは指定夜間対応

型訪問介護事業所（第４７条第１項に規定 

する指定夜間対応型訪問介護事業所をいう。 

以下この条において同じ。）の職務又は利

用者以外の者からの通報を受け付ける業務

に従事することができる。 

５ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護

事業所に次の各号に掲げるいずれかの施設

等が併設されている場合において、当該施 

設等の入所者等の処遇に支障がない場合は、 

前項本文の規定にかかわらず、午後６時か

ら午前８時までの間において、当該施設等

の職員をオペレーターとして充てることが

できる。 

５ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護

事業所に次の各号に掲げるいずれかの施設

等が併設されている場合において、当該施 

設等の入所者等の処遇に支障がない場合は、 

前項本文の規定にかかわらず、午後６時か

ら午前８時までの間において、当該施設等

の職員をオペレーターとして充てることが

できる。 

 ⑴ 指定短期入所生活介護事業所（指定居

宅サービス等基準条例第１４７条第１項

に規定する指定短期入所生活介護事業所

をいう。第１５１条第１２項において同

じ。） 

 ⑴ 指定短期入所生活介護事業所（指定居

宅サービス等基準第１２１条第１項に規

定する指定短期入所生活介護事業所をい 

う。第１５１条第１２項において同じ。） 

 ⑵ 指定短期入所療養介護事業所（指定居

宅サービス等基準条例第１８９条第１項

に規定する指定短期入所療養介護事業所

をいう。） 

 ⑵ 指定短期入所療養介護事業所（指定居

宅サービス等基準第１４２条第１項に規

定する指定短期入所療養介護事業所をい

う。） 

 ⑶ 指定特定施設（指定居宅サービス等基

準条例第２１６条第１項に規定する指定

特定施設をいう。） 

 ⑶ 指定特定施設（指定居宅サービス等基

準第１７４条第１項に規定する指定特定

施設をいう。） 

 ⑷～⑾ （略）  ⑷～⑾ （略） 

６～１１ （略） ６～１１ （略） 



１２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護事業者が指定訪問看護事業者（指定居宅

サービス等基準条例第６４条第１項に規定

する指定訪問看護事業者をいう。以下同

じ。）の指定を併せて受け、かつ、指定定

期巡回・随時対応型訪問介護看護の事業と

指定訪問看護（指定居宅サービス等基準条 

例第６３条に規定する指定訪問看護をいう。 

以下同じ。）の事業とが同一の事業所にお

いて一体的に運営されている場合に、法第

７４条第１項の規定に基づき定められる人

員に関する基準（指定居宅サービス等の事

業の人員、設備及び運営に関する基準（平

成１１年厚生省令第３７号。以下「指定居

宅サービス等基準」という。）第６０条第

１項第１号イに規定する基準に相当するも

のをいう。）を満たすとき（同条第５項の

規定により同条第１項第１号イ及び第２号

に規定する基準を満たしているものとみな

されているとき及び第１９１条第１０項の

規定により同条第４項に規定する基準を満

たしているものとみなされているときを除

く。）は、当該指定定期巡回・随時対応型

訪問介護看護事業者は、第１項第４号アに

規定する基準を満たしているものとみなす

ことができる。 

１２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護事業者が指定訪問看護事業者（指定居宅

サービス等基準第６０条第１項に規定する

指定訪問看護事業者をいう。以下同じ。）

の指定を併せて受け、かつ、指定定期巡 

回・随時対応型訪問介護看護の事業と指定

訪問看護（指定居宅サービス等基準第５９

条に規定する指定訪問看護をいう。以下同

じ。）の事業とが同一の事業所において一

体的に運営されている場合に、法第７４条

第１項及び第２項の規定に基づき都道府県

の条例において定められる人員に関する基

準（指定居宅サービス等基準第６０条第１

項第１号イに規定する基準に相当するもの

をいう。）を満たすとき（同条第５項の規

定により同条第１項第１号イ及び第２号に

規定する基準を満たしているものとみなさ

れているとき及び第１９１条第１０項の規

定により同条第４項に規定する基準を満た

しているものとみなされているときを除

く。）は、当該指定定期巡回・随時対応型

訪問介護看護事業者は、第１項第４号アに

規定する基準を満たしているものとみなす

ことができる。 

  

 （心身の状況等の把握）  （心身の状況等の把握） 

第１４条 指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護事業者は、指定定期巡回・随時対応

型訪問介護看護の提供に当たっては、計画 

作成責任者による利用者の面接によるほか、 

利用者に係る指定居宅介護支援事業者が開

催するサービス担当者会議（八王子市指定

居宅介護支援等の事業の人員及び運営の基

準に関する条例（平成２６年八王子市条例

第 号。以下「指定居宅介護支援等基準条

例」という。）第２０条第８号に規定する

サービス担当者会議をいう。以下この章及

び第６７条において同じ。）等を通じて、

利用者の心身の状況、その置かれている環

境、他の保健医療サービス又は福祉サービ

スの利用状況等の把握に努めなければなら

ない。 

第１４条 指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護事業者は、指定定期巡回・随時対応

型訪問介護看護の提供に当たっては、計画 

作成責任者による利用者の面接によるほか、 

利用者に係る指定居宅介護支援事業者が開

催するサービス担当者会議（指定居宅介護

支援等の事業の人員及び運営に関する基準

（平成１１年厚生省令第３８号。以下「指

定居宅介護支援等基準」という。）第１３

条第９号に規定するサービス担当者会議を

いう。以下この章及び第６７条において同

じ。）等を通じて、利用者の心身の状況、

その置かれている環境、他の保健医療サー

ビス又は福祉サービスの利用状況等の把握

に努めなければならない。 

  

 （管理者）  （管理者） 

第４８条 指定夜間対応型訪問介護事業者は、 

指定夜間対応型訪問介護事業所ごとに専ら

その職務に従事する常勤の管理者を置かな

ければならない。ただし、指定夜間対応型 

第４８条 指定夜間対応型訪問介護事業者は、 

指定夜間対応型訪問介護事業所ごとに専ら

その職務に従事する常勤の管理者を置かな

ければならない。ただし、指定夜間対応型 



訪問介護事業所の管理上支障がない場合は、 

当該指定夜間対応型訪問介護事業所の他の

職務又は同一敷地内の他の事業所、施設等

（当該指定夜間対応型訪問介護事業者が、

指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事

業者の指定を併せて受け、かつ、当該同一

敷地内の他の事業所、施設等と一体的に運

営している場合に限る。）の職務に従事す

ることができるものとし、日中のオペレー

ションセンターサービスを実施する場合で

あって、指定訪問介護事業者（指定居宅サ

ービス等基準条例第５条第１項に規定する

指定訪問介護事業者をいう。）の指定を併

せて受けて、一体的に運営するときは、指

定訪問介護事業所の職務に従事することが

できるものとする。 

訪問介護事業所の管理上支障がない場合は、 

当該指定夜間対応型訪問介護事業所の他の

職務又は同一敷地内の他の事業所、施設等

（当該指定夜間対応型訪問介護事業者が、

指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事

業者の指定を併せて受け、かつ、当該同一

敷地内の他の事業所、施設等と一体的に運

営している場合に限る。）の職務に従事す

ることができるものとし、日中のオペレー

ションセンターサービスを実施する場合で

あって、指定訪問介護事業者（指定居宅サ

ービス等基準第５条第１項に規定する指定

訪問介護事業者をいう。）の指定を併せて

受けて、一体的に運営するときは、指定訪

問介護事業所の職務に従事することができ

るものとする。 

  

 （指定夜間対応型訪問介護の具体的取扱方

針） 

 （指定夜間対応型訪問介護の具体的取扱方

針） 

第５１条 夜間対応型訪問介護従業者の行う

指定夜間対応型訪問介護の方針は、次に掲

げるところによるものとする。 

第５１条 夜間対応型訪問介護従業者の行う

指定夜間対応型訪問介護の方針は、次に掲

げるところによるものとする。 

 ⑴～⑸ （略）  ⑴～⑸ （略） 

 ⑹ 夜間対応型訪問介護従業者は、利用者

からの連絡内容や利用者の心身の状況を

勘案し、必要があると認めるときは、利

用者が利用する指定訪問看護ステーショ

ン（指定居宅サービス等基準条例第６４

条第１項第１号に規定する指定訪問看護

ステーションをいう。）への連絡を行う

等の適切な措置を講ずるものとする。 

 ⑹ 夜間対応型訪問介護従業者は、利用者

からの連絡内容や利用者の心身の状況を

勘案し、必要があると認めるときは、利

用者が利用する指定訪問看護ステーショ

ン（指定居宅サービス等基準第６０条第

１項第１号に規定する指定訪問看護ステ

ーションをいう。）への連絡を行う等の

適切な措置を講ずるものとする。 

 ⑺ （略）  ⑺ （略） 

  

 （居宅サービス計画の作成）  （居宅サービス計画の作成） 

第９３条 （略） 第９３条 （略） 

２ 介護支援専門員は、前項に規定する居宅

サービス計画の作成に当たっては、指定居

宅介護支援等基準条例第２０条各号に掲げ 

る具体的取組方針に沿って行うものとする。 

２ 介護支援専門員は、前項に規定する居宅

サービス計画の作成に当たっては、指定居

宅介護支援等基準第１３条各号に掲げる具

体的取組方針に沿って行うものとする。 

  

 （従業者の員数）  （従業者の員数） 

第１５１条 （略） 第１５１条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 指定地域密着型介護老人福祉施設の従業

者は、専ら当該指定地域密着型介護老人福

祉施設の職務に従事する者でなければなら

ない。ただし、指定地域密着型介護老人福

祉施設（ユニット型指定地域密着型介護老

人福祉施設（第１７８条に規定するユニッ

ト型指定地域密着型介護老人福祉施設をい

３ 指定地域密着型介護老人福祉施設の従業

者は、専ら当該指定地域密着型介護老人福

祉施設の職務に従事する者でなければなら

ない。ただし、指定地域密着型介護老人福

祉施設（ユニット型指定地域密着型介護老

人福祉施設（第１７８条に規定するユニッ

ト型指定地域密着型介護老人福祉施設をい



う。以下この項において同じ。）を除く。

以下この条において同じ。）及びユニット

型指定介護老人福祉施設（八王子市指定介

護老人福祉施設の人員、設備及び運営の基

準に関する条例（平成２６年八王子市条例

第 号）第４２条に規定するユニット型指

定介護老人福祉施設をいう。）を併設する

場合又は指定地域密着型介護老人福祉施設

及びユニット型指定地域密着型介護老人福

祉施設を併設する場合の介護職員及び看護

職員（第１８７条第２項の規定に基づき配

置される看護職員に限る。）を除き、入所

者の処遇に支障がない場合は、この限りで

ない。 

う。以下この項において同じ。）を除く。

以下この条において同じ。）及びユニット

型指定介護老人福祉施設（指定介護老人福

祉施設の人員、設備及び運営に関する基準

（平成１１年厚生労働省令第３９号）第３

８条に規定するユニット型指定介護老人福

祉施設をいう。）を併設する場合又は指定

地域密着型介護老人福祉施設及びユニット

型指定地域密着型介護老人福祉施設を併設

する場合の介護職員及び看護職員（第１８

７条第２項の規定に基づき配置される看護

職員に限る。）を除き、入所者の処遇に支

障がない場合は、この限りでない。 

４～１１ （略） ４～１１ （略） 

１２ 指定地域密着型介護老人福祉施設に指

定短期入所生活介護事業所又は指定介護予

防サービス等基準条例第１２９条第１項に

規定する指定介護予防短期入所生活介護事

業所（以下「指定短期入所生活介護事業所

等」という。）が併設される場合において

は、当該指定短期入所生活介護事業所等の

医師については、当該指定地域密着型介護

老人福祉施設の医師により当該指定短期入

所生活介護事業所等の利用者の健康管理が

適切に行われると認められるときは、これ

を置かないことができる。 

１２ 指定地域密着型介護老人福祉施設に指

定短期入所生活介護事業所又は指定介護予

防サービス等基準第１２９条第１項に規定

する指定介護予防短期入所生活介護事業所

（以下「指定短期入所生活介護事業所等」

という。）が併設される場合においては、

当該指定短期入所生活介護事業所等の医師

については、当該指定地域密着型介護老人

福祉施設の医師により当該指定短期入所生

活介護事業所等の利用者の健康管理が適切

に行われると認められるときは、これを置

かないことができる。 

１３ 指定地域密着型介護老人福祉施設に指

定通所介護事業所（指定居宅サービス等基

準条例第９９条第１項に規定する指定通所

介護事業所をいう。以下同じ。）若しくは

指定介護予防サービス等基準条例第９７条

第１項に規定する指定介護予防通所介護事

業所、指定短期入所生活介護事業所等又は

併設型指定認知症対応型通所介護の事業を

行う事業所若しくは指定地域密着型介護予

防サービス基準条例第５条第１項に規定す

る併設型指定介護予防認知症対応型通所介

護の事業を行う事業所が併設される場合に

おいては、当該併設される事業所の生活相

談員、栄養士又は機能訓練指導員について

は、当該指定地域密着型介護老人福祉施設

の生活相談員、栄養士又は機能訓練指導員

により当該事業所の利用者の処遇が適切に

行われると認められるときは、これを置か

ないことができる。 

１３ 指定地域密着型介護老人福祉施設に指

定通所介護事業所（指定居宅サービス等基

準第９３条第１項に規定する指定通所介護

事業所をいう。以下同じ。）若しくは指定

介護予防サービス等基準第９７条第１項に

規定する指定介護予防通所介護事業所、指

定短期入所生活介護事業所等又は併設型指

定認知症対応型通所介護の事業を行う事業

所若しくは指定地域密着型介護予防サービ

ス基準条例第５条第１項に規定する併設型

指定介護予防認知症対応型通所介護の事業 

を行う事業所が併設される場合においては、 

当該併設される事業所の生活相談員、栄養

士又は機能訓練指導員については、当該指

定地域密着型介護老人福祉施設の生活相談

員、栄養士又は機能訓練指導員により当該

事業所の利用者の処遇が適切に行われると

認められるときは、これを置かないことが

できる。 

１４～１６ （略） １４～１６ （略） 

  

 （基本方針）  （基本方針） 

第１９０条 指定地域密着型サービスに該当 第１９０条 指定地域密着型サービスに該当



する複合型サービス（以下「指定複合型サ

ービス」という。）の事業は、指定居宅サ

ービス等基準条例第６３条に規定する訪問

看護の基本方針及び第８１条に規定する小

規模多機能型居宅介護の基本方針を踏まえ

て行うものでなければならない。 

する複合型サービス（以下「指定複合型サ

ービス」という。）の事業は、指定居宅サ

ービス等基準第５９条に規定する訪問看護

の基本方針及び第８１条に規定する小規模

多機能型居宅介護の基本方針を踏まえて行

うものでなければならない。 

  

第１９１条 （略） 第１９１条 （略） 

２～９ （略） ２～９ （略） 

１０ 指定複合型サービス事業者が指定訪問

看護事業者の指定を併せて受け、かつ、指

定複合型サービスの事業と指定訪問看護の

事業とが同一の事業所において一体的に運

営されている場合に、法第７４条第１項の

規定に基づき定められる人員に関する基準

（指定居宅サービス等基準第６０条第１項

第１号イに規定する基準に相当するものを

いう。）を満たすとき（同条第４項の規定

により同条第１項第１号イ及び第２号に規

定する基準を満たしているものとみなされ

ているとき及び第６条第１２項の規定によ

り同条第１項第４号アに規定する基準を満

たしているものとみなされているときを除

く。）は、当該指定複合型サービス事業者

は、第４項に規定する基準を満たしている

ものとみなすことができる。 

１０ 指定複合型サービス事業者が指定訪問

看護事業者の指定を併せて受け、かつ、指

定複合型サービスの事業と指定訪問看護の

事業とが同一の事業所において一体的に運

営されている場合に、法第７４条第１項及

び第２項の規定に基づき都道府県の条例に

おいて定められる人員に関する基準（指定

居宅サービス等基準第６０条第１項第１号 

イに規定する基準に相当するものをいう。） 

を満たすとき（同条第４項の規定により同

条第１項第１号イ及び第２号に規定する基

準を満たしているものとみなされていると

き及び第６条第１２項の規定により同条第

１項第４号アに規定する基準を満たしてい 

るものとみなされているときを除く。）は、 

当該指定複合型サービス事業者は、第４項

に規定する基準を満たしているものとみな

すことができる。 

  

  
   附 則 

 この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 


